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　本書は、外国子会社合算税制（タックス・ヘイブン対策税制）に関し
て、解説を行うもので、平成24年に発刊した初版の改訂版（第二版）

となっています。
　初版においては、第１部を「外国子会社合算税制の沿革と変遷」、
第２部を「諸外国における外国子会社合算税制」、第３部を「外国
子会社合算税制の仕組み」とし、第４部を「外国子会社合算税制に
係る法令・通達の構造」としていましたが、第二版においては、初
版の第２部と第４部を削除し、第３部の中の第２章の「申告書別表
の記載手順及び記載要領」及び第３章の「外国子会社合算税制にお
ける計算例と申告書別表の記載例」を削除した上で、新たに第３部
として「質問と回答及び解説」を追加しました。
　初版の第２部は、今井正輝さんが米国とドイツにおける法令の条
文等の原文を読んで書いてくれたところでしたので、何とか残した
いと考えていたのですが、内容の更新作業の大変さを考えると、第
二版では、削除することとせざるを得ませんでした。また、第二版
では、初版の第３部の中の第２章と第３章についても、一応、削除
することとはしましたが、これらについては、第二版の読者の方々
の感想をお伺いするなどしながら、次の第三版以降で復活させるか
否かを判断したいと思っています。
　第二版では、第３部の「外国子会社合算税制Ｑ＆Ａ」が全体の頁
数の半分近くを占めることとなっており、これが初版と第二版の最
も大きな違いということになります。
　筆者は、本税制に関しては、東京国税局調査第一部調査審理課に
勤務をしていた頃から、常々、条文の解釈の深度が浅すぎるために
誤った取扱いとなっているものが余りにも多すぎると感じていたと

はじめに



ころですが、この１、２年の間の税理士業務において、本税制の条
文の解釈等に関してご質問を受けることが数件重なり、それらのご
質問が従来から誤った取扱いとなっているところや取扱いが明確に
なっていなかったところに関するものであったことから、これを機
に、多くの方々から既にご質問を頂いたものや新たにご質問を頂い
たものについてまとめてＱ＆Ａの形式で深度のある条文解釈等を示
すこととさせて頂こうと考えたことで、第３部の頁数が多くなるこ
ととなりました。
　このＱ＆Ａには、従来の解釈と当てはめとは異なることを述べた
ものやこれまで語られてこなかったことを述べたものなどが含まれ
ており、これらは、今後、本税制の実務に影響を与えることになる
はずです。
　また、様々な事情から今回のＱ＆Ａに掲載しなかったものもあり
ますので、次の第三版では、これらのＱ＆Ａへの掲載についても、
改めて、検討したいと考えています。
　本税制に関しては、他の税制以上に、誤りや疑義がある解釈と当
てはめを一掃するという姿勢で臨まなければならないという状態に
あることは、間違いありません。
　そういう点では、本書は未だ道半ばということにはなりますが、
そのような事情にありつつも、本書には、読者の方々から新たな気
付きを得たと言ってもらえるところが少なからずあるはずです。
　ところで、本書に関しては、日本税制研究所の「著者コラム」欄
において、著者による対談を掲載するとともに、本税制の法令・通
達等の発刊後の改正等の情報、本税制に関する判決や裁決の評釈な
どを適宜の時期に掲載する予定としています。

　このため、この「著者コラム」欄の掲載記事についても、本書と
ともに、読者の方々に参考として頂けるものと考えています。
　このような本書が、本税制の実務に携わる皆様方、その勉強を志
す皆様方、その税務調査・審理事務に携わる皆様方などの日々の実
務や勉強等にお役に立つようであれば、幸いです。
　最後になりましたが、本書の著者の方々と本書の執筆にご協力を
して頂いた多くの方々に、ここで改めて感謝の意を表するとともに、
本書の出版にご尽力を頂いた法令出版の皆様方に、改めて御礼を申
し上げます。

　令和６年２月

著者を代表して

日本税制研究所 代表理事

税理士　朝長 英樹
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　「外国子会社合算税制」は、「タックス・ヘイブン対策税制」とも
呼ばれてきたものであり、その根拠法令である租税特別措置法66条
の６から66条の９までを定める同法第３章第７節の４第１款の見出
しは「内国法人の外国関係会社に係る所得の課税の特例」とされて
います。
　本税制は、昭和53年度改正において創設され、数次の改正を経て
現在に至っています。
　以下、第１部においては、本税制の沿革及び創設趣旨並びに変遷
について説明と検討を行うこととしています。

改正年度 主な改正内容
昭和53年度 ・�タックス・ヘイブン対策税制の創設（「軽課税国」指

定制度）
昭和60年度 ・支払配当控除の制限

・配当基準の撤廃
・みなし本店所在地の概念の導入
・課税済配当等の額の計算の整理
・直接受領配当等・間接受領配当の調整措置

昭和63年度 ・課税対象留保金額に係る外国税額控除の制限
・�特定外国子会社等からの配当等に係る間接外国税額
控除制度の廃止
・非課税国外所得の２分の１の国外所得からの除外
・軽課税国等の指定の拡大

平成３年度 ・みなし本店所在地の改正
・国外関連者寄附金の全額損金不算入

平成４年度 ・軽課税国指定制度の廃止（租税負担割合による判定）
・みなし本店所在地の廃止
・�適用法人の株式保有割合要件の10％以上から５％以
上への引下げ
・�無議決権株式を発行している場合の外国関係会社の
範囲の見直し
・国外所得から控除する非課税所得割合の引上げ

平成５年度 ・�保険会社に係る特定外国子会社等の判定の見直し等
（保険準備金の調整）

平成７年度 ・保険業に係る非関連者基準の判断基準の明示
平成10年度 ・�請求権のない株式を発行している場合の外国関係会

社等の判定基準の見直し
平成17年度 ・直接人件費10％控除措置の導入

・�課税済留保金額の損金算入期間の５年から10年への
延長
・�未処分所得の計算に係る欠損金の繰越期間の５年か
ら７年への延長
・�外国関係会社等の判定における特殊関係者の範囲の
拡大
・課税対象留保金額の計算の見直し
・�特定外国信託に係る所得の課税の特例の創設に伴う
規定の整備

平成18年度 ・�配当の範囲、留保所得から控除するタイミングの明
確化
・配当の支払回数の制限の撤廃への対応

平成19年度 ・�議決権及び請求権の異なる株式を発行している場合
の外国関係会社等の判定基準の見直し
・コーポレート・インバージョン対策合算税制の創設

平成20年度 ・�適用法人の判定における同族株主グループの範囲の
拡充
・非関連者基準に係る関連者範囲の拡充

平成21年度 ・合算対象の計算における配当等の額の不控除等
・特定外国子会社等から受ける配当等の益金不算入等

平成22年度 ・�トリガー税率（租税負担割合基準）の25％以下から
20％以下への引下げ
・�適用法人の株式保有割合要件の５％以上から10％以
上への引上げ
・�適用除外基準の見直し及び人件費10％控除措置の廃
止
・�資産性所得合算課税制度の導入（インカム・アプ
ローチの採用）
・間接配当の二重課税調整の拡充
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平成23年度 ・�トリガー税率による判定における計算上、外国関係
会社の本店所在地国以外の国の法人から受ける配当
等を非課税所得の範囲から除外する場合の持株割合
要件等の廃止

平成24年度 ・二重課税調整における間接配当等の計算の見直し
平成25年度 ・�外国税額控除限度額の計算における国外所得金額の

見直し
平成27年度 ・トリガー税率の変更（20％以下から20％未満に変更）

・統括会社等の範囲等の見直し
・適用除外基準の適用手続要件に係る宥恕規定の措置
・外国子会社配当益金不算入制度の改正に伴う見直し

平成28年度 ・適用除外基準における適用方法の調整
・課税対象金額等に係る外国税額の計算の調整

平成29年度 ・トリガー税率の廃止
・制度の適用を受ける内国法人等の範囲の見直し
・外国関係会社の範囲の見直し
・�特定外国関係会社に係る会社単位の合算課税制度の
創設
・適用除外基準から経済活動基準への変更
・受動的所得の部分合算課税制度の整備
・適用免除規定の整備

平成30年度　 ・一定の株式譲渡益の適用対象金額からの控除
・�無税国に所在する外国関係会社の租税負担割合計算
の明確化
・外国金融子会社等に係る要件等の見直し
・地方税の二重課税の調整

平成31年度
（令和元年度）

・ペーパー・カンパニーの範囲の見直し
・�ペーパー・カンパニーの判定における保険特例の見
直し
・�一定の外国関係会社のキャッシュ・ボックスへの追
加
・租税負担割合、基準所得金額等の計算方法の整備
・�部分合算課税の対象となる特定所得への保険所得の
追加
・部分合算課税の対象となる異常所得の整備
・配当等に係る二重課税調整の当初申告要件の緩和

令和２年度 ・�特定目的会社等が合算課税を受ける場合の二重課税
調整措置の整備
・�部分合算課税の対象となる受取利子等の範囲の見直
し

令和３年度 ・�二重課税調整規定の適用を受ける外国源泉税等に係
る額の損金算入額の制限

令和４年度 ・特定保険外国子会社等に係る対象法人の範囲の拡充
令和５年度 ・�特定外国関係会社に係る適用免除となる租税負担割

合の引下げ（30％未満から27％未満に変更）
・�部分対象外国関係会社に係る確定申告時の書類添付
義務の緩和と書類保存義務規定の創設

１　昭和53年度改正
　　―「タックス・ヘイブン対策税制」の創設―
　昭和50年代は、多国籍企業の活動が活発化しており、いわゆる
タックス・ヘイブン（軽課税国等）に子会社等を設立し、税負担の不
当な軽減を図る事例が見受けられるようになったと言われています＊１。
　昭和49年の第72回国会以来、国会においても、タックス・ヘイブ
ンに関する問題についても討議が行われています。昭和52年６月に
は、国会において、「多国籍企業等国際経済に関する件」と題する
決議が行われ、「かかる国際間の経済交流や資本の移動に伴い生じ
得べき国際的企業に対する二重課税を防止する一方企業側よりの所
謂タックスヘブン（原文ママ）の利用等による納税忌避を不可能な
らしめる必要がある」と問題点を指摘し、政府に対して、「企業が
諸制度の不備に乗じ納税回避を図るが如き事態の出現をあらかじめ
防止するため、納税を怠ったり租税回避地に逃避したりする企業に
対する有効な規制措置を検討すること」などを求めています。
　一方、税務執行当局においては、タックス・ヘイブンを利用する
ものに対して、従来から法人税法11条（実質所得者課税の原則）の規
定を根拠としてその適用範囲内で課税を行っていましたが、同条に
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は所得の実質的な帰属について具体的な判定基準が明示されていな
いため、課税要件の明確化や執行の安定性の確保の観点から、明文
規定の整備が強く要請されていました＊２・３。
　このため、昭和52年12月20日の政府税制調査会の「昭和53年度の税
制改正に関する答申」では、「タックスヘイブン対策税制の導入」と
題して、「タックス・ヘイブン対策税制」の骨子が示されました（注１）。

注２　個人（居住者）についても、当時の租税特別措置法40条の２～ 40

条の６（居住者に係る特定外国子会社等の留保金額の総収入金額算

入）が創設されていますが、本書は内国法人を対象とするため、以

下、記述を省略しています。

　この「タックス・ヘイブン対策税制」の概要は、以下の⑴及び⑵
に説明するとおりです。

⑴　特定外国子会社等の留保金額の益金算入
①　対象となる外国法人（特定外国子会社等）

　　�　我が国の居住者又は内国法人によってその発行済株式等の総
数の50％超を直接及び間接に保有されている外国法人（「外国関

係会社」）で、軽課税国等（いわゆるタックス・ヘイブン）に本店又
は主たる事務所を有するもの（「特定外国子会社等」）が対象とさ
れていました。

　　�　この軽課税国等の範囲については、大蔵大臣（現：財務大臣）

によって、イ全所得軽課税国等（バハマ、バーレーン、ケイマン諸

島、香港、リヒテンシュタイン、マカオなど）、ロ国外源泉所得軽課
税国等（パナマ）、ハ特定事業所得軽課税国等（リベリア、ルクセ

ンブルク、スイスなど）の三つのカテゴリーに分けて27の国又は
地域が指定されました＊４。

　　�　このように、現行制度とは異なり、指定された軽課税国等に
所在する外国関係会社に該当すれば、実際の租税負担割合にか
かわらず、特定外国子会社等に該当し、合算課税の対象となっ
ていました。

②　納税義務者の範囲
　　�　本税制により納税義務者となるのは、上記①の特定外国子会

社等の発行済株式等を直接及び間接に10％以上を保有するその
内国法人と直接及び間接に10％以上を保有する同族株主グルー
プに属する内国法人に限定されていました。この10％以上とい
う持株割合は、「それが商法上帳簿閲覧権等を付与されている
ような大株主を意味し、特定外国子会社等の経営に実質的な影
響を与えうるものと考えられたから」＊５とされています。

　そして、昭和53年１月28日に、租税特別措置法66条の６～ 66条
の９（内国法人に係る特定外国子会社等の留保金額の益金算入）（注２）による
「タックス・ヘイブン対策税制」を含む「租税特別措置法及び国税
収納金整理資金に関する法律の一部を改正する法律」が国会に提出
され、同年３月31日に成立しました。

注１　同答申では、「近年、我が国経済の国際化に伴い、いわゆるタッ

クスヘイブンに子会社等を設立し、これを利用して税負担の不当な

軽減を図る事例が見受けられる。このような事例は、税負担の公平

の見地から問題のあるところであり、また、諸外国においてもこれ

に対処するための立法措置が講じられていることを考えると…昭和

53年度において所要の立法措置を講ずることが適当である。」と提

言していました。
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③　課税対象所得の計算
　　�　特定外国子会社等の所得のうち一定額が、上記②の内国法人

の所得に合算課税されますが、この合算課税の対象となる金額
（「課税対象留保金額」）は、まず、我が国の法令等により求められ
た特定外国子会社等の未処分所得の金額を計算し、次に一定の
調整を加えて適用対象留保金額を求め、最後に内国法人の持株
割合を乗じて計算していました。

　　�　我が国においては、外国に移すことが容易な特定の所得のみ
を対象として課税するいわゆるインカム・アプローチではなく、
特定外国子会社等とされる外国法人の全ての所得を課税するい
わゆるエンティティ・アプローチを採用することとされたわけ
です。

④　適用除外規定
　　�　本制度の創設当初から、イ事業基準、ロ実体基準、ハ管理支

配基準、ニ所在国基準又は非関連者基準、ホ配当基準注の要件
の全てを満たした特定外国子会社等については、経済的合理性
があると認められるとして、その留保所得については合算課税
の対象から除外されていました。

　　注�　本税制の適用を受ける他の特定外国子会社等から受ける配当等

の額がその総収入金額の５％を超えないという基準をいいます＊６。

⑵　二重課税の調整
　　本税制の創設に伴い、二重課税の調整の観点から、次の三つの

調整措置が講じられることとなりました。

①　特定外国子会社等の課税対象留保金額に係る外国税額控除
　　�　合算課税の対象となる課税対象留保金額に対して既に外国法

人税が課されている場合には、同一の所得に対して「外国法人
税」と「我が国の法人税」が二重に課税されることから、特定
外国子会社等の課税対象留保金額に係る外国法人税の額につい
ても、既存の外国税額控除制度の対象とされました。

②　特定外国子会社等からの配当等に係る間接外国税額控除
　　�　合算課税の対象となる課税対象留保金額を原資として特定外

国子会社等から配当等を受けた場合にも、法人の選択により、
間接外国税額控除制度の適用も認められていました。

③　特定外国子会社等の課税済留保金額の損金算入
　　�　特定外国子会社等が課税済の配当等を株主である内国法人に

支払った場合には、同一所得に対して合算課税と受取配当課税
の二重課税が生ずるため、その支払いがあった日を含む内国法
人の事業年度前５年以内に内国法人が益金に算入した金額

（「課税済留保金額」）に相当する金額を、課税済の配当等の額を
限度として、内国法人の所得の金額の計算上、損金算入するこ
ととされていました。

２　昭和60年度改正
　　―支払配当控除の制限及びみなし本店所在地の導入等―
　非タックス・ヘイブン国等（大蔵大臣によって軽課税国等として指定さ

れていない国等）における海外子会社からの受取配当課税減免制度や、
管理支配地主義といった我が国と異なる制度を採る国等を利用する
ことによって「タックス・ヘイブン対策税制」の適用を免れるといっ
た問題が生じていたことから、次のような見直しが行われました。
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⑴　支払配当控除の制限
　　合算課税の対象となる金額の計算においては、特定外国子会社

等のその事業年度に係る支払配当等の額が控除されていましたが、
昭和60年度改正では、その支払配当等の額の控除について一定の
制限が設けられました。

　　具体的には、特定外国子会社等がその内国法人に係る他の特定
外国子会社等に配当等を支払った場合又は受取配当軽課の外国関
係会社注に配当等を支払った場合には、その支払った配当等の額
の全額をその特定外国子会社等の留保所得（適用対象留保金額）の
計算上、控除しないこととされました。

　　この改正に合わせて、その部分の配当等の額については、課税
済配当の額にも算入されないことになりました。
　注�　内国法人に係る外国関係会社（その内国法人に係る他の特定外

国子会社等を除きます。）で、その受ける配当等の額につき、その

本店所在地国において課税される税の負担が軽課税基準（25％の

税率により課されることとした場合の税の負担）以下のものをい

います＊７。

いて課税が行われていました。
　　一方、我が国は本店又は主たる事務所を基準として内国法人を

捉えていることから、「タックス・ヘイブン対策税制」において
も海外にある子会社が軽課税国等注に所在するか否かの判定は、
本店又は主たる事務所の所在地によって行われていました。その
ため、管理支配地主義を採る非タックス・ヘイブン国に本店等を
有し、その事業の管理等の場所が軽課税国等に存在するものにつ
いては、合算課税の適用対象外となっていました。

　　そこで、昭和60年度改正では、管理支配地主義を採る国に本店
等を有する外国関係会社で、その事業の管理支配地が軽課税国等
にあるものについて、その軽課税国等に本店等を有するものとみ
なされる「みなし本店所在地」の概念が導入されました。これに
より、このような外国関係会社についても特定外国子会社等に該
当するものとして、合算課税の適用対象とされることになりました。

⑵　配当基準の撤廃
　　上記⑴の改正により、特定外国子会社等が他の特定外国子会社

等に対して配当を支払った場合には、支払配当等の額を控除しな
いこととされたため、適用除外基準の１つである配当基準（上記

１⑴④参照）を存置する意義がなくなり、撤廃されました。

⑶　みなし本店所在地の概念の導入
　　内国法人の定義として管理支配地主義を採る国においては、そ

の国において設立（登記）された法人であっても、その地で事業
の管理・支配が行われていない場合には、国内源泉所得のみにつ

　注�　昭和54年度に６か国が追加され、昭和60年度当時は、大蔵大臣公

示により、33か国が軽課税国等として指定されていました＊８。

⑷　課税済配当等の額の計算の特例
　　上記⑴の改正に伴い、特定外国子会社等が課税済配当等をした

場合に、その支払配当等の全部又は一部が他の特定外国子会社等
又は受取配当軽課の外国子関係会社に支払われたときには、留保
所得（適用対象留保金額）の計算において支払配当等の額を控除し
ないのと同様に、その部分については、課税済配当等の額には算
入されないこととなりました。

　　ただし、この場合には、下記⑸②の間接受領配当の調整措置が
適用されることとなります。


